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 　 １　 計画の基本的事項

 

 　 （１）　 計画策定の背景

 

　 　 　 地球温暖化とは、人類の活動により大気中に排出される二酸化炭素などの「温室　

　 　 効果ガス」排出量の増加によって地球の地表表面の温度が引き起こされる地球規模　

 　 　 の平均気温上昇現象とされています。

　 　 　 世界の平均気温は上昇傾向にあり、気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の　

　 　 「第６次評価報告書　 第1作業部会報告書」では、人間の影響が大気、海洋及び陸　

　 　 域を温暖化させてきたことには疑う余地がないことや、１８５０年～１９００年から２０１０

　 　 年～２０１９年までの人為的な世界平均気温上昇は０．８℃～１．３℃の可能性が高く、

　 　 人為的な地球温暖化を特定の水準に制限するには、ＣＯ₂の累積排出量を制限し、少

　 　 なくともＣＯ₂正味ゼロ排出を達成し、他の温室効果の排出も大幅に削減する必要が　

　 　 あると報告されています。また、持続可能な開発目標（SDGs）のゴール13は「気候変動

 　 　 及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。」とされています。

　 　 　 本組合では、「地球温暖化防止活動実行計画」を、２０１１年度に策定し、一事業　

　 　 所として地球温暖化対策に取り組み、２０２２年度に至るまで取り組みを続けてきまし　

 　 　 た。

　 　 　 国際社会においては、２０１５年１２月のCOP２１（国連気候変動枠組条約第２１回　

　 　 締結国会議）において、気温上昇を産業革命前と比較して１．５℃以内にし、２１世　

　 　 紀後半に世界の温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを目標とした「パリ協　 　

　 　 定」が採択されました。このパリ協定において日本は「２０３０年度に温室効果ガス排　

　 　 出量を２０１３年度比２６％の水準にする。」事を約束草案として提出しました。その　

　 　 後、国は２０１６年に「地球温暖化対策計画」を策定、２０１９年６月、「パリ協定に基づ

　 　 く成長戦略としての長期戦略」を策定し、２０２１年１０月２２日に２０５０年カーボンニュ

　 　 ートラルに向けた基本的な考え方等を示す「パリ協定に基づく成長戦略としての長期

 　 　 戦略」閣議決定し、国連に提出しました。

　 　 　 本組合においても、前計画の進捗状況を踏まえて新たな数値目標等を定めた「地　

　 　 球温暖化対策実行計画（事務事業編）」（以下「本計画」という。）を策定するに至り　

 　 　 ました。
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 　 （２）　 計画の目的 

 

　 　 　 本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「法」という。）第２１条の規　

　 　 定に基づき、当組合で実施している事務・事業に関して排出される温室効果ガスを　

 　 　 削減するための措置について定めるものです（参考１）。 

 

 

 　 （３）　 計画の位置づけ

 

　 　 　 本組合全ての庁舎等で使用するエネルギーを把握し、エネルギー使用量につい　

 　 　 ての目標を定め、これの実現に寄与する行動を積極的に実施していくものです。

　 　 　 国の「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」に定めるもので、本組合での　

　 　 実施が可能な品目及び本組合独自に定める方針に合う品目を優先的に調達するこ　

 　 　 とで、グリーン商品の購入を推進します。

 

 

 

 ※参考１　地球温暖化対策の推進に関する法律 

　 （平成十年十月九日法律第百十七号より一部抜粋） 

 

第二十一条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策

計画に即して、当該都道府県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果

ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計画（以下「地方公共団体

実行計画」という。）を策定するものとする。 

２　地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

 一　計画期間

 　二　地方公共団体実行計画の目標

 　三　実施しようとする措置の内容

 　四　その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

 ３～１２（省略）

１３　都道府県及び市町村は、地方公共団体実行計画を策定したときは、遅

 滞なく、単独で又は共同して、これを公表しなければならない。

１４　第九項から前項までの規定は、地方公共団体実行計画の変更について

 準用する。

１５　都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、地方公共団

体実行計画に基づく措置及び施策の実施の状況（温室効果ガス総排出量を

含む。）を公表しなければならない。  

 １６～１７（省略）
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 　 （４）　 計画期間

 

　 　 　 本計画の期間は、２０２２年度（令和４年度）から２０２６年度（令和８年度）までの5年

　 　 間とする。また、温室効果ガス総排出量の基準年度は、国の「地球温暖化対策計画」

 　 　 に即して２０１３年度（平成２５年度）とします。

 

 　 （５）　 対象とする範囲

 

　 　 　 本計画の対象とする範囲は、利根沼田広域市町村圏振興整備組合のすべての事務

　 　 事業及び施設とする。ただし、指定管理者制度により施設の管理一切を民間業者・法

　 　 人等に委託している施設や温室効果ガス排出量の数値的把握が困難な外部委託工

　 　 事等は本計画の対象範囲外とするが、受託者に対しては、温室効果ガスの排出抑制

 　 　 等、必要な措置を講ずるよう要請することとします。

  

 　 （６）　 対象とする温室効果ガスの種類

 

　 　 　 本計画の対象とする温室効果ガスは、法第２条第３項に規定されている物質のうち、

 　 　 二酸化炭素（ＣＯ₂）、メタン（ＣＨ₄）及び一酸化二窒素（Ｎ₂Ｏ）の３種類とします。

　 　 　 なお、同項に規定されているハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）、パーフルオロカー

　 　 ボン（ＰＦＣ）、六ふっ化硫黄（ＳＦ₆）、三ふっ化窒素（ＮＦ₃）については、使用量等の数

 　 　 値的把握や効果的な対策を行うことが困難なため、対象外としています（参考２）。

 

 

 

 

 

 ※参考２　地球温暖化対策の推進に関する法律（温室効果ガス関係抜粋） 

 

 （定義）

 第二条　１～２（省略）

 ３　この法律において「温室効果ガス」とは、次に掲げる物質をいう。

 　一　二酸化炭素

 　二　メタン

 　三　一酸化二窒素

 　四　ハイドロフルオロカーボンのうち政令で定めるもの

 　五　パーフルオロカーボンのうち政令で定めるもの

 　六　六ふっ化硫黄

 　七　三ふっ化窒素

 ４～７（省略）
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 　 ２　 温室効果ガスの排出状況

 

 　 （１）　 燃料等の使用状況

 

　 　 　 基準年である２０１３年度（平成２５年度）の温室効果ガスの原因となる燃料等の使用

 　 　 状況については、次のとおりです（表１）。

 

 　 　 □　 表１　 ２０１３年度使用量

    　 　 項　 　 　 　 　 目  　 　 　 　 使　 用　 量　 等

    電気使用量 　 　 　 　  ５６３，８６５．００Kwh

 ガソリン 　 　 　 　 　 ４４，１４７．９５ℓ
 燃

 軽油   　 　 　 　 １３，４１１．００ℓ
 料

 灯油 　 　 　 　   ５１，０９９．００ℓ
 使

 Ａ重油 　 　 　 　 　 ４０，０００．００ℓ
 用

 液化石油ガス（ＬＰＧ） 　 　 　 　 　  ２，４１０．００㎥
量

都市ガス     　   　 　  　 ９２．００㎥

 

 　 （２）　 排出量の状況

 

　 　 　 基準年である２０１３年度（平成２５年度）の温室効果ガス排出状況等については、次

 　 　 のとおりです（表２）。

 

 　 　 □　 表２　 ２０１３年度排出量

２０１３年度（平成２５年度）  

　 　 　 　 温室効果ガス排出量　 ＝　 ６０２．５１　 ｔＣＯ２

温室効果ガスの種類 温室効果ガス換算排出量（ｔＣＯ ）２

二酸化炭素 ５９８．６１　 　 　 　 　 　

メタン ０．２５　 　 　 　 　 　

一酸化二窒素 ３．６５　 　 　 　 　 　
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　 　 　 ※利根沼田広域市町村圏振興整備組合の２００８年度（平成２０年度）からの温室効

 　 　 　 果ガス排出量の推移は次のとおりです（図１）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1001 984

827

741 724

603

0

200

400

600

800

1000

1200

2008 2009 2010 2011 2012 2013

年 度

年度別温室効果ガス年間排出量

排

出

量

（ｔＣＯ2）

 図１
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 　 ３　 温室効果ガス排出量の削減目標

 

 　 （１）　 基本的な考え方

 　 　

　 　 　 目標の設定は、国の地球温暖化対策計画の中期目標である２０１３年度比２６％削

 　 　 と同じ水準としています。

　 　 　 本計画においてもこの考え方に準じ、２０３０年度時点で２０１３年度比２６％削減を

 　 　 達成することを目指して目標設定を行うこととしました。

 

 　 （２）　 排出量削減目標

 

　 　 　 ２０３０年度の最終的な目標を見据えると、基準年である２０１３年度比（平成２５年　

　 　 度）で毎年１．７２％の総排出量の削減が必要になります。２０２６年度（令和8年度）に

　 　 は、２０１３年度比（平成25年度）で２０．７１％の削減をすることが求められることから、

 　 　 これを本計画の目標とします（表３）（図２）。

 

 　 　 □　 表３　 ２０２６年度までの目標値

本計画期間
           

 （ｔＣＯ₂換算）

２０１３ 
２０２１

 
２０２２～２０２５

 
２０２６

 
２０２７～２０３０

 
２０３０

 

（基準年度）

総排出量 ６０２．５１ 521．02

毎年約1.72％削減

477.73

毎年約1.72％削減

445．70

基準年度比 － △13.53％ △20.71％ △26．03％

 

 　 　 □　 図２　 本計画の目標

 

2013年度（平成25年度）  　 　
 ６０２．５１　 ｔＣＯ２

実績値

                       　 　 　 　
２０．７１％削減

2026年度（令和8年度）    　 　
４７７．７３　 ｔＣＯ２

目標値
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 　 ４　 目標達成に向けた取組

 

 　 （１）具体的な取り組み

 

 　 　 ①　 財やサービスの購入に当たっての取組

　 　 　 　 　 物品等の購入に当たり、環境への負荷が少ない製品等を積極的に購入する　

 　 　 　 　 ことで、環境負荷の低減を図ることとします。 

 

行動項目 具体的な活動 例

  (1)用紙類 ①コピー用紙の購入に当たっては、古紙配合率 コピー用紙

　 が１００％かつ白色度70％以下のものを購入

　 します。

 ②印刷用紙の購入に当たっては、古紙配合率 印刷用紙

　 が７０％以上かつ白色度７０％以下のものを購

　 入進します。

③フォーム用紙及びその他の印刷用紙は、古 帳票類、ＯＡ用紙

　 紙配合率が高いものを購入します。 

 (2)印刷物 ①紙製品の購入に当たっては、古紙配合率が 更紙、画用紙、工

 　 高く、白色度の低いものや、古紙と非木材紙 作用紙、板目用

 　 が配合されたものを購入します。 紙、色紙、作文用

 紙、封筒、報告書、

 ②印刷物には、古紙や非木材配合率の高い再 広報紙、ポスター、

 　 生紙を指定するとともに、古紙配合率・白色 パンフレット、名刺

 　 度を記載します。

 

 ③印刷物は、再資源化が容易な非塗工紙を原

　 則として使用します。

(3)衛生紙 ①衛生紙は、すべて古紙配合率１００％の製品 ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾍﾟｰ

 　 を購入します。 ﾊﾟｰﾀｵﾙ
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 行動項目 具体的な活動 例

 

  (4)電気 ①電気製品は、エネルギー消費効率の高い省エ ＯＡ機器８品目、

  　 製品 　 ネルギー型の製品を購入します。特にＯＡ機 冷蔵庫、洗濯機、

  　 器８品目は、国際エネルギースターマークが表 テレビ、個別制御

  　 示されている製品及び国の推奨リストに記載さ エアコン、パッケ

  　 れている製品とします。ただし、購入商品に該 ージ型冷房機、

  　 当するものがない場合を除く。 自動パワーオフ

  製品、熱交換型

 ②適正規模の機器を選択します。 換気扇、蛍光灯

 

  (5)文具・ ①エコマークやグリーンマークなど環境マークが 文具・事務機器

  　 事務機器 　 表示されているものや、同等の製品を１００％ 等一般事務用品

 　 等 　 購入します。ただし、購入商品に該当するもの

 　 がない場合を除く。

 

 ②再生紙や間伐材、未利用繊維、廃プラスチック

 　 等を使用した環境負荷の低い製品を購入しま

 　 す。

 

 ③購入に当たっては仕様書等に簡易包装を明記

 　 します。

 

 ④納品時に使用された包装材や容器等は、簡易 段ボール等

 　 包装とします。 

 

  ⑤詰め替え可能な洗剤や文具等を購入します。 ボールペン、事

  務用のり、台所

 用洗剤等
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行動項目 具体的な活動 例

 (6)公用車 ①公用車の更新時は使用目的による特殊事情を

  　 除き、次世代型自動車を率先して導入します。

  

  　 ※低公害車…燃料電池・電気・天然ガス・

 　 　 　 　 　 　 　 ハイブリッド・プラグインハイブリ

　 　 　 　 　 　 　 ッド・低燃費かつ低排出ガス認

 　 　 　 　 　 　 　 定車 

　 ※低燃費車…自動車排出温室効果ガスを排

　 　 　 　 　 　 　 出せず、又は自動車排出温室

　 　 　 　 　 　 　 効果ガスの排出量が相当程度

　 　 　 　 　 　 　 少ない自動車。

(7)その他の ①水を使用する機器は、節水型の機器を購入し 設備機器、洗濯

　 環境への 　 ます。 機、感知式自動

　 負荷が少 洗浄装置(ＷＣ)

  ない製品

　 の購入促 ②リターナブル容器（返却や再利用可能なもの） トナーカートリッジ

　 進 　 で販売されている製品の購入に努めます。 等

③作業服等については、再生材料から作られた ペットボトル再生

　 ものを推進します。 品等

④長期使用が可能な製品の購入に努めます。

⑤「国等による環境物品等の調達の推進等に関

　 する法律」（グリーン購入法）に基づく調達方針

　 に沿って購入します。その他の製品について

　 は「商品選択のためのデータブック」（グリーン

　 購入ネットワーク作成）を参考に、環境への負

　 荷が少ない製品を購入します。 
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 　 　 ②　 財やサービスの使用に当たっての取組

　 　 　 　 　 電気、燃料等の使用に当たり、徹底的に無駄を省いて省資源を推進し、温室　

 　 　 　 　 効果ガスを削減します。 

 

 行動項目 具体的な活動 例

 

 (1) 用紙類 ①使用済用紙の裏面利用や両面コピー、両面印 裏面コピー、両面

 　  の使用 　 刷を推進します。 コピー、両面印刷

 　  (購入) 

    量の削 ②ポスター等印刷物や両面使用後の余白部分に メモ用紙 

  　  減 　 ついては裏面利用を推進します。

  

   ③可能な限り縮小コピー及び縮小印刷を心掛　 縮小コピー

  　 け、ページ数を減らします。 

  

  ④庁内文書は使用済用紙の裏面を利用します。 裏面の有効利用

  

  ⑤ミスコピー防止のため、コピー機の使用前・使 ミスコピーの防止

  　 用後は必ずオールクリアーキーを押し、不要紙  

  　 が発生しないように心掛けます。  

  

  ⑥会議資料の簡素化と共有化を図ります。

  

  　 ア　 ページ数や部数は必要性を考慮し、必要 ページ数・部数の

  　 　 　 最小限とします。 適正化、添付資

  料の見直し

  　 イ　 会議において事前に配布されている資料

  　 　 　 は配布しません。 

  

  ⑦庁内ＬＡＮを推進し、ペーパーレス化を図りま 電子メール推進

  　 す。

  

  ⑧ファクシミリは原則として送付書を省略し、送受

  　 信者名等は本文余白利用を推進します。

 

 ⑨各種資料は共有化を図り、個人所有の資料は

 　 なくすように努めます。

 

 ⑩会議等においては、封筒を利用しません。
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 行動項目 具体的な活動 例

 

 （２）電気使 ①不必要な電灯の消灯を徹底します。 

 　  用量の 

     削減 　 ア　 原則として始業前、昼休みは廊下を含め 照明点灯時間短

   　 　 　 て消灯するとともに、時間外勤務時には不 縮 

    　 　 必要な照明は消灯する。 

  
  　 イ　 自然光を活用し、照明利用時間を減らす。 自然光の活用

  
  　 ウ　 不在の部屋は必ず消灯する。 

  
  　 エ　 湯沸室、トイレ及び倉庫等断続的に使用

  　 　 　 する箇所の照明は、使用の都度点灯す　

  　 　 　 る。

  
  　 オ　 パソコン、コピー機等の電気製品は、低電 省エネモードの利

  　 　 　 力モードを利用するなど省電力化に努め 用

  　 　 　 帰宅時には必ず主電源を切る。ただし、

  　 　 　 支障がある機器は除く。

  
  　 カ　 庁内ＬＡＮの推進によりプリンタなどの周 プリンタの適正配

  　 　 　 辺機器の共有化を図る。 置

  
  　 キ　 自動販売機の省エネルギー型への転換 節電・待機モード

  　 　 　 について、設置業者に協力を求める。 への切替え

  

  ②空調の適切な温度管理  

  

  　 ア　 冷暖房は適切な温度を行い過度とならな 適温励行

  　 　 　 い空調管理を行う。 

  
  　 イ　 空調効果を高めるため、空調供給中は窓 空調の効率化

  　 　 　 や出入口を開放しないよう徹底する。

  
  　 ウ　 冷房効果を高めるため外気温が高いとき カーテン、ブライ

  　 　 　 はカーテン、ブラインドを活用する。 ンドの活用

 
 　 エ　 空調不要箇所への空調供給停止徹底。
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 行動項目 具体的な活動 例

 

  (2) 電気使 　 オ　 エアコンフィルターを定期的に清掃する。 定期的な清掃

  　  用量の

    削減 　 　 カ　 各所属等に温度計を置き、室温をこまめ 温度計の配置

  　 （続き） 　 　 　 に調整する。 

  

  　 キ　 夏季の庁内執務時は、原則的にクールビ

  　 　 　 ズを推進し、冬季はインナーウェアを着用

  　 　 　 するなど時節に合わせた適切な服装に努

  　 　 　 める。

  

 ③エレベーターの適切な利用 

 

 　 ア　 職員は原則として（病気、けが及び荷物の

 　 　 　 運搬時等以外は）階段を利用する。

 

 (3) 燃料使 ①冷暖房は適切な温度は、過度とならない空調 適温励行、補修・

    用量の 　 管理をいますう。  点検

    削減

 ②公用車 の燃料使用量を削減します。 *3

 

 　 ア　 燃費が良い公用車の優先利用に努める。 運転日誌の把握 

 

 　 イ　 荷物の積み下ろし、待機時はエンジンを停 アイドリングストッ

 　 　 　 止する。  プ運動

 

 　 ウ　 急発進、急加速を控え、無駄な荷物を積 エコドライブの励

 　 　 　 載しない。また経済運行速度運転を厳守 行

 　 　 　 する。

 

 　 エ　 公用車を利用する場合でも相乗りにより効 相乗りの励行

   　 　 率的な利用を図る。  

 

 　 カ　 近距離の事務連絡等は、徒歩や自転車を

　 　 　 推進する。
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行動項目 具体的な活動 例

(4) 水道使 ①水道水圧調整を実施するとともに節水を励行 節水フラッシュバ

　  用量の 　 します。  ルブの使用

   削減

②公用車の洗車に当たっての節水励行

　 ア　 洗車の際は、バケツを利用するなど節水

　 　 　 に努める。 

③水漏れ点検を徹底します。

 ＊３　 ここでいう公用車では緊急車両を除く

 

 　 　 ③　 廃棄にあたっての取組

　 　 　 　 　 ４Ｒ（Refuse、Reduce、Reuse、Recycle）を実践し、廃棄物の発生抑制、再資源

 　 　 　 　 化向上を図ることを目的とします。 

行動項目 具体的な活動 例

(1) 廃棄物 ①住民への広報のための冊子・パンフレット・ポス

　  発生量 　 ター・報告書等の印刷物については、発行の

    の削減 　 必要性の有無・発行回数・発行部数・ページ数

 　 を精査して行います。

 

 ②使用済封筒や古封筒の再利用を推進します。

 

 ③印刷・コピーの必要性、必要枚数等を十分精

 　 査し、両面印刷・コピーを心掛けます。

 

 ④使い捨て容器を使用した製品の購入を控え　

 　 ます。

 

 ⑤詰め替え可能な製品(洗剤、文具)を利用しま

 　 す。

 

 ⑥物品を店舗等で直接購入する際は、買い物　

　 袋等を持参します。
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行動項目 具体的な活動 例

(1) 廃棄物 ⑦備品、事務用品等については修繕等により長

　  発生量 　 期的使用を図ります。

　  の削減

　 （続き） ⑧ファイル・フォルダー等は再利用します。

⑨貸与事務用消耗品等については、個人で保管 個人保管物品の

　 すべき物品と所属所で保管する物品を区分し 例示（ボールペ

 　 保管の適正化を図ります。 ン、鉛筆、消しゴ

  ム、朱肉、蛍光ペ

ン、付箋紙等）

⑩コピー機・プリンターのトナーカートリッジは詰

　 め替え可能な製品とし、不可能な場合は使用

　 済製品の業者回収を徹底し、リサイクルを図　

　 ります。 

⑪調理施設においては、献立内容や調理の工夫

　 などで残飯と生ゴミの減量に努力するとともに、

　 原材料の梱包を再利用可能なものにします。

⑫組合内会議等においては原則として飲物は出

　 しません。

(2) 再資源 ①書類（焼却処分の必要があるものを除く。）・新 シュレッダーごみ

　  化の向 　 聞紙・段ボール・雑誌等の資源化を図ります。  

   上

②個人で飲食した後の容器包装について、地区 アルミ缶、ガラス

　 のリサイクル事業で収集可能な物については、 びん、ペットボト

　 自宅へ持ち帰りリサイクルします。 ル、発泡トレイ等

③リサイクル可能な製品の購入を推進します。

④コピー機・プリンターのトナーカートリッジは詰

　 め替え可能製品とし、不可能な場合は使用済

　 製品の業者回収を徹底し、リサイクルを図りま

　 す。 
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行動項目 具体的な活動 例

(2)再資源 ⑤文書を廃棄する場合は中身をチェックして、な

　 化の向  　 るべく再資源化を図ります。 

  上（続き）

 ⑥調理施設から出た残飯は、コンポスト化などに

　 より資源化を図ります。 

 

 　 　 ④　 建築物の建築及び管理等に当たっての取組

 　 　 　 　 　 自然環境を活かし、自然と共生できる施設の整備と管理を目的とします。 

行動項目 具体的な活動 例

(1) 環境に ①環境負荷を低減しやすい立地選定に努 ・開発行為による環境

    配慮し 　 めます。 影響の最小化を図る。

    た計画 ・敷地のゆとりを確保

  する。 

 ・既存施設の有効活用

  に努める。

 ・複合施設等多目的な

 施設の設計に努める。

 

 ②公共施設等の緑化推進・ビオトープの創 ・観葉植物の育成推進

 　 設に努めます。  

 

 ③周辺景観との調和や歴史的文化的環境

 　 に配慮します。 

 

  ④大気環境に配慮した施設の整備・管理 ・温室効果ガス排出量

 の少ない燃料を使用

 する設備の導入に努

  める。

 ・無振動・無騒音工法

  の導入に努める。

 ・フロン、代替フロンを

 使用しない設備の導

入 
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行動項目 具体的な活動 例

 (1) 環境に ⑤水環境に配慮した施設の整備・管理 

    配慮し

    た計画 　 ア　 水質汚濁の防止に努める。 ・公共下水道への接続

  　 （続き） や合併処理浄化槽の

 整備 

 

 　 イ　 水利用の合理化に努める。  ・雨水の利用

 

 　 ウ　 土壌汚染防止に努める。 ・汚染調査の推進 

 

 ⑥省エネルギー設備の積極的な導入 

 

  　 ア　 施設の断熱性を高める。  ・複層ガラス、熱反射

 ガラス採用の検討

 

 　 イ　 エネルギー利用の合理化に努める。 

 

 　 ウ　 省エネルギー型設備の導入に努め　 ・省エネルギー照明機

 　 　 　 る。 器、エリアに配慮した

  スイッチ回路の導入 

 ・省エネルギー型空調

  設備の導入 

 ・電力標準化設備の採

  用 

 ・氷蓄熱システムの導

 入

 

 　 エ　 未利用エネルギーの活用に努める。 ・下水排熱及びごみ焼

却排熱活用設備の検

討



- 17 -

行動項目 具体的な活動 例

(1) 環境に ⑦省資源・廃棄物減量を考慮した設計 

    配慮し

    た計画 　 ア　 建設廃棄物の発生抑制に努める。 ・廃棄物処理計画書の

　 （続き） 提出要請 

 　 イ　 再生資源の有効利用に努める。 ・再生資源利用計画

書の提出要請

⑧有害化学物質対策を強化した施設の設 ・アスベスト使用禁止

  　 計 の徹底

  ・ＰＣＢ対策の強化 

 ・ホルムアルデヒド対

  策の検討 

（2）環境に ①代替エネルギーを使用する設備や省エネ

　  配慮し 　 ルギー設備の導入を促進します。

　  た施設

 　  の整備 ②特定フロン等を使用する機器や設備は適

　 ・管理 　 正に管理の上、漏洩防止を行います。

(３) 自然環 ①生態系、野生生物の保全や植生、代替生 ・現地木、地域特性に

 　  境を生 　 息地の確保に努めます。 配慮した樹種による敷

    かした 地の緑化

   施設の ・既存樹木の活用や実

   整備・ のなる樹種の植栽に

   管理 努める。

②太陽光等自然エネルギーの導入に努め ・自然光に配慮した照

 　 ます。 明機器の導入 

・自然光を取り入れる

工夫
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 　 　 ⑤　 施設の修理・解体に当たっての取組

 　 　 　 　 　 建設廃棄物の削減と再生資源の有効利用の促進を目的とします。

行動項目 具体的な活動 例

 (1) 環境に ①工事施工計画書段階での環境対策確認  ・事業者への環境

   配慮し 意識の徹底 

    た計画

 ②生態系の保全に努めます。 ・生態系の原状回

復 

(2) 副産物 ①廃棄物の適正処理に努めます。 ・廃棄物処理計

    の資源 画書の提出要請 

   化の推 ・廃棄物処理状

    進 況の確認

②再生資源の有効利用に努めます。 ・事業者への指導

の徹底 

 (3) 化学物 ①フロンガスなどの回収を徹底します。 ・修理時、廃棄時

   質の回  のフロンや代替フ

   収の推 ロンの回収・再利

    進 用 

・アスベストの適

 正処理 

・廃棄処分したＰ

ＣＢ使用機器類の

適正管理

 

 　 　 ⑥　 組合の発注工事や施設管理委託に当たっての取組

 　 　 　 　 　 受注者に対する環境保全意識の啓発を目的とします。

行動項目 具体的な活動 例

(1) 環境に ①工事施工計画書段階での環境対策確認 ・廃棄物処理計

   配慮し 画書や再生資源

   た事業 利用計画書の提

   の実施 出要請
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行動項目 具体的な活動 例

 (1) 環境に ②環境負荷低減の要請に努めます。 ・低公害重機使

    配慮し 用の促進 

   た事業 ・省エネルギー型

   の実施 工事機器の使用

  　 （続き） 促進 

 ・木材型枠の効率

 的、合理的使用

 の促進

 

 ③温室効果ガスの発生抑制や有害物質の適正 ・現場焼却炉の使

   　 処理に努めます。 用禁止 

 ・有害物質の適正

  処理の徹底 

  ・飛散の防止

 ・水質汚濁物質の

 適正処理の徹底

 

④他の公共工事との情報交換や調整を図りま　

　 す。 

(2) 施設管 ①施設の管理委託をする場合は、燃料使用量や

   理委託 　 電気使用量等の削減による温室効果ガス排出

    におけ 　 抑制を指示します。 

   る温室 

   効果ガ 

   ス抑制
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 　 ５　 事務事業編の進捗管理の仕組み

 

 　 （１）　 推進・点検体制

 　 　 　 　 本計画の推進・点検については、次のとおりの組織とします（図３）。

 

 　 □　 図３　 計画推進組織図

①管理統括者

理事長 ②管理委員会

委員長 事務局長

③管理責任者 委員 各所属長

事務局長

推　 進　 組　 織

④実行計画管理者       各所属長      

⑤実行計画担当者     各所属若干名    

⑥実行計画推進者     各所属若干名    

 

 　 （２）　 各職等の役割

 各職等の役割を以下のとおりとします。

 

 　 　 ①管理統括者（理事長）

 　 ア　 計画の見直しや改善について管理責任者に指示する。

 　 イ　 計画を効果的に推進するために必要な専門技術や財政的な支援を行う。

 ②管理委員会

　 ア　 計画の推進、改善等について関係所属の調整及び連絡を図り、必要な事項

 　 　 について審議する。

 　 イ　 委員長は、事務局長をもって充てる。

 　 ウ　 委員は各所属長をもって充てる。

 　 　 ③管理責任者

　 ア　 計画の見直しや改善等の基礎として、管理統括者に計画の進捗状況報告と

 　 　 改善のための提案を行う。

　 イ　 計画の推進等に関し必要な事務を行うとともに、これらの情報、状況、措置等

 　 　 を必要に応じ管理統括者に報告する。

 　 ウ　 管理責任者は、事務局長をもって充てる。
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 　 ④実行計画管理者

　 　 ア　 四半期ごとに所属における燃料使用量等を、その結果に基づき所属に改善

 　 　 　 指導を行う。

 　 　 　 　 イ　 所属における計画の進捗状況を管理責任者に報告する。

 　 　 　 　 ウ　 その他所属における計画の推進等に関し必要な業務を行う。

 　 エ　 実行管理計画者は、各所属長をもって充てる。

 　 ⑤実行計画担当者

 　 ア　 四半期ごとに燃料使用量等の調査を推進者に指示し、その結果を検証する。

 　 イ　 計画の進捗状況を実行計画管理者に報告する。

 　 ウ　 その他計画の推進等に関し必要な業務を行う。

　 エ　 実行計画担当者は、各所属長より任命されたものを充てる。担当者は若干名

 　 　 とする。

 　 ⑥実行計画推進者

　 　 ア　 実行計画担当者の指示を受け、計画の推進、調査等に関し必要な業務を行

 　 　 　 う。

　 　 イ　 実行計画推進者は、各所属長より任命されたものを充てる。担当者は若干名

 　 　 　 とする。

 

 　 （３）　 進捗状況の点検の方法 

　 管理委員会において計画の進捗状況を検証し、目標達成のための効果的な実

 行方策等を検討します。

 　 また、結果を踏まえて必要に応じた見直しを行い、継続的な改善を図ります。

 

 　 （４）　 結果の公表等 

　 　 　 本計画の実施状況等は、広報とねぬまた及びホームページを活用して公表し

　 　 ます。公表する内容は、温室効果ガスの総排出量及び計画の達成状況、また今

 　 　 後の取り組み事項等とします。 
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 １ 統計データ

 

 　 2013年（平成25年）～2022年（令和4年）における沼田市の月平均気温等の推移（表４）

　 ※気象庁ホームページ（http://www.jma.go.jp/jma/menu/report.html）より沼田市の各年

 　 　 の数値を抜粋
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